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中国にも追加関税発動

10％（2月4日～）＋10％の追加関税（3月3日～）

対抗措置

全品目が対象
中国が報復関税など対抗措置を講じた場合、追加関税の引き上げや拡大の可能性

• 石炭、液化天然ガスなど8品目は15％、原油、農業機械、自動車（大排気量のもの、ピック
アップトラック）など72品目に10％の追加関税（2月10日～）
※2024年の貿易額ベースで140億ドル相当。米国からの輸入総額（1,643億ドル）に占める
割合は8.5％（ジェトロ試算）

• 鶏肉、小麦、トウモロコシなど29品目に15％、大豆、豚肉、牛肉、水産品、果物、野菜、
乳製品など711品目に10％の追加関税（3月10日～） ※同223億ドル相当（13.6％）

• WTOに提訴

（出所）各国政府の発表から作成（2025年4月16日時点）

中国は判断を誤った。
パニックに陥ってし
まった。
（4月4日、同氏SNS
での発言）

◼ 中国にもカナダ・メキシコと同じく国際緊急経済権限法（IEEPA）を根拠法として、予定どおり2月4

日から適用し、3月3日に引き上げ。中国は即座に追加関税などの対抗措置を発表。

◼ 中国原産品には20％の追加関税に125％の相互関税が加わり、第2次トランプ政権発足以降に発動され

た追加関税措置は合計145％（4月10日時点）に上る。

84％の「相互関税」（4月9日～） 125％に引き上げ（4月10日～）

全品目に34％の追加関税 84％（4月10日～） 125％（4月12日～）に引き上げ

非課税基準額（デミニミス）ルールの適用停止（5月2日～）

• 国際郵便ネットワークを通じて中国または香港から輸送された場合、関税率は、輸入申告価格
の120％の従価税、または郵便物1件につき100ドルの従量税が適用される。従量税は、米国東
部時間6月1日午前0時1分以降に郵便物1件につき200ドルに引き上げられる。

引き上げ

＜その他中国による対米措置など＞
発出日 措置
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タングステン、テルル、ビスマス、モリブデン、インジウムの関連品目を輸出管理の対象に追加。

米企業15社を「輸出管理コントロールリスト」に掲載し、これら企業への両用品目の輸出禁止を発表。

米国を原産地とする一部の光ファイバー製品に対する「反規制回避調査」を行うと発表。

4/4

米国企業16社を「輸出管理コントロールリスト」に掲載し、これら企業への両用品目の輸出を禁止。

サマリウム、ガドリニウム、テルビウム、ジスプロシウム、ルテチウム、スカンジウム、イットリウムの7種の中・重希土類レアアースの関連品目に
関して輸出管理。
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